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株主各位

(証券コード　5237)
2022年６月８日

株 主 各 位
神戸市中央区浪花町15番地

代表取締役社長 野 澤 俊 也

１．日　　時 2022年６月29日（水曜日）午前10時
２．場　　所 神戸市中央区港島中町6丁目１番地

神戸商工会議所　３階　神商ホール
株主総会会場が前回の会場から「 神戸商工会議所３階神商ホール 」へ変更となっております。
ご来場の際は､末尾の｢株主総会会場ご案内図｣をご参照いただき、お間違えのないようご注意ください。

３．目的事項
報告事項 １．第162期（2021年 4 月 1 日から

2022年 3 月31日まで）事業報告、連結計算書類及び計算書類の
内容報告の件　２．会計監査人及び監査役会の第162期連結計算書類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役２名選任の件

新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ
新型コロナウイルス感染予防の観点から議決権行使書のご返送、またはインターネットによる事前の議決権行使をご選択
いただき、可能な限り当日のご来場はお控えいただきますようお願い申し上げます。
※ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。

第162回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第162回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席に変えて、書面またはインターネットにより議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従って、2022
年６月28日（火曜日）午後５時45分までに議決権をご行使賜りますようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　　上

⒈ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
⒉ 事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類の記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の

事項をインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.nozawa-kobe.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

開催日時 行使期限 行使期限

2022年６月29日（水曜日）
午前10時

2022年６月28日（火曜日）
午後５時45分到着分まで

2022年６月28日（火曜日）
午後５時45分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

第１号・第２号・第３号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第４号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることがで
きます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見本

見本

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（添 付 書 類）

事　　業　　報　　告

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスに関するワクチン接種が進み景気回復
に期待が持たれたものの、繰り返されるウイルスの変異と流行への対応に終始し収束の見通しは立た
ず、景気は依然として先行き不透明な状況で推移しました。建築材料業界におきましても、当該感染
症及びロシア・ウクライナ情勢の緊迫化による、世界的なエネルギー・原材料価格高騰により予断を
許さない状況が続いております。
　このような状況のなか、当社グループは、「やすらぎと安心の創造｣のコーポレートメッセージの
もと､環境負荷低減と施工現場省力化を実現し､社会に貢献する商品の拡充を目指してまいりました。
　当社の主力商品｢アスロック｣は2021年に発売50周年を迎えることができ、ひとえに皆様のおかげ
と感謝し、御礼申し上げます。これを記念して｢アスロック発売50周年企画」を展開し、その第一弾
として、ウッドデザインシリーズの「彩実(あやざね)」と、グリッドデザインシリーズの「バンブー
ボーダーＡ」の新商品２種を、2021年に発売しました。さらに企画第二弾としてグリッドデザイン
新意匠のお客様投票を実施し、最多票を獲得した意匠「バンブーボーダーＢ」を本年３月に発売しま
した。また同時に、ウッドデザインシリーズの新商品「糸実（いとざね）」を発売、力強さと柔らか
さを備えた杉の板目を再現し、深い陰影と重厚感を感じさせる「彩実」に対し、「糸実」は真っ直ぐ
平行に流れる杉の柾目を再現し、上品な質感と落ち着きのあるデザインに仕上がっており、外壁にも
間仕切りにもご利用いただけます。
　当連結会計年度の｢アスロック｣については、意匠性向上と工期短縮に寄与する｢工場塗装品｣売上高
は高水準を維持するなど、販売部門では高付加価値品の販売に注力しましたが、商業ビル、宿泊施設
の着工の減少等により「アスロック」売上高は前期を下回る状況で推移しました。住宅用商品につい
ては高遮音床材・軽量外壁材が伸長、ボードについても内装用途の販路拡大により売上高は前期比増
となりました。
　生産部門では、各種感染予防対策を徹底し、生産工場の安定操業に努めました。また、ＮＮＰＳ
（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）による改善活動により、各工程での品質の作り込み
及び設備改善を実施し、コストダウンに取り組み、連結売上原価率は前期比２.１ポイントダウンし
ております。
　管理部門では、資金の効率化・安定化を目的として、総額60億円のコミットメントライン契約を
継続しました。また、2022年４月より高卒、高専卒、専門学校卒の初任給を大幅に改定し、更なる
優秀な人財確保と組織活性化を図りました。
　マインケミカル事業では、ミネラル肥料「マインマグ」の野菜への施肥効果が認められ東北・関東
地方での採用が増加しました。また、2021年５月に開設したマインマグ公式SNSの効果もあり､積雪
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

地域で評価の高い融雪兼用肥料「マインマグCb」売上高が伸長し､「マインマグ」売上高は過去最高
を更新しました。
　海外事業では、中国国内のコロナ感染症による景気停滞の影響等により、中国における「アスロッ
ク」販売は厳しい状況で推移しました。なお、中国の連結子会社「野澤積水好施新型建材(瀋陽)有限
公司」の清算手続きを前期より進めておりましたが、2021年９月に清算が結了いたしました。
　これらの結果、品種別売上高については、主力の押出成形セメント板「アスロック」は115億80
百万円（前期比11.7％減少）、住宅用高遮音床材は17億79百万円（前期比10.5％増加）、住宅用軽
量外壁材は28億２百万円（前期比12.8％増加）となり、押出成形セメント製品合計では161億62百
万円（前期比6.1％減少）に、耐火被覆等は９億69百万円（前期比13.4％減少）、スレート関連は７
億66百万円（前期比5.8％増加）、肥料（マインマグ）は３億98百万円（前期比9.8％増加）となっ
たこと等から、当連結会計年度の売上高は205億46百万円（前期比8.3％減少）となりました。
　利益面については、減収の影響があったものの、工場の生産性向上や全社的なコストダウンを推進
し、売上原価及び販管費が減少したこと等により、営業利益は18億48百万円（前期比0.1％増
加）、経常利益は19億87百万円（前期比6.3％増加）、親会社株主に帰属する当期純利益について
は、中国の連結子会社清算に伴う特別損益の計上があったこと等により17億13百万円（前期比
35.8％増加）となりました。
　　部門別の状況は次のとおりであります。

⑴　押出成形セメント製品部門（アスロック、住宅用高遮音床材、住宅用軽量外壁材）
　　アスロックは、「工場塗装品｣等の高付加価値品の販売に注力しましたが、商業ビル、宿泊

施設の着工の減少等により売上高115億80百万円（前期比11.7％減少）となりました。
　　住宅用高遮音床材は売上高17億79百万円（前期比10.5%増加）に、住宅用軽量外壁材につ

いては売上高28億2百万円（前期比12.8％増加）となりました。その結果、当部門の売上高
は161億62百万円（前期比6.1％減少）となりました。

⑵　スレート部門
　　住宅設備市場で、内装用途の販路拡大により、当部門の売上高は7億66百万円(前期比5.8％

増加）となりました。
⑶　その他の部門
　　ミネラル肥料「マインマグ」は、東北・関東地方での採用が増加したこと等により売上高3

億98百万円（前期比9.8％増加）に、耐火被覆等は、９億69百万円（前期比13.4％減少）と
なりました。その結果、当部門の売上高は36億17百万円（前期比18.8％減少）となりまし
た。

２．設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資は、埼玉工場、播州工場の「アスロック」の製造設備の更新等を実
施し、総額6億12百万円となりました。
３．資金調達の状況

　資金の効率化・安定化を目的として、取引金融機関と総額60億円のコミットメントライン
（特定融資枠）契約を締結いたしております。

－ 5 －



2022/05/30 14:37:37 / 21827777_株式会社ノザワ_招集通知

対処すべき課題

４．対処すべき課題
　わが国経済の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の社会全般への影響は長期化
の様相を呈しており､収束には相当程度の時間を要するものと予測されます。加えて､ウクライナ
危機等急激に変化しつつある世界情勢の動向は経済に暗い影を落とし始めており、景気の不透明
感はより一層増しております。建築材料業界におきましても、エネルギー・原材料価格の高騰に
よる利益圧迫や、企業業績の低迷による建築需要の減衰が懸念されるなど、先行きは厳しい状況
が続くと見込まれます。
　このような状況のなか、当社は質・量ともに製品の安定供給を最重要課題として取り組み、
「やすらぎと安心の創造」を提供する企業を目指してまいります。
　販売部門では、｢工場塗装品」･｢アスロックタイルパネル」等、高付加価値商品の販売に重点
を置くとともに、木目を転写した業界初の押出成形セメント板「ウッドデザインシリーズ 彩実・
糸実｣及び独自の型押し技術により竹の節を連想させる「グリッドデザインシリーズ バンブーボ
ーダーＡ・Ｂ」の拡販を推進してまいります。ボードにつきましても、フレキシブルシート素地
シリーズを展開し、セメント素材の質感を生かした内装仕様の販路開拓を進めていきます。
　生産部門では、原材料の価格高騰や調達難等のコストアップ要因が存在しておりますが、ＮＮ
ＰＳ（ノザワ･ニュー･プロダクション･システム）による改善活動を推し進め、生産工場のある
べき姿である「あらゆるムダを排除し、生産効率を上げ、高品質の製品を常時出荷できる工場」
を目指し、利益確保を図ってまいります。また、安定的な資材調達と操業を継続し、商品の安定
供給を徹底します。
　品質保証部門では、品質維持管理システムの継続的改善を進め、信頼の維持・向上に注力して
まいります。
　研究開発部門では、商品開発サイクルの短期化を図り、環境問題等社会的課題の解決に資する
新商品を定期的に市場投入してまいります。
　管理部門では、強固な財務体質の維持とともに、創業以来の「人を大事に」の精神のもと、働
き方改革に努めてまいります。
　マインケミカル事業では、ミネラル肥料「マインマグ」の効果のPR・販売促進を継続し、増販
を図ります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し
上げます。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
(当連結会計年度)

売 上 高
千円 千円 千円 千円

24,372,854 22,486,954 22,394,324 20,546,522
経 常 利 益

千円 千円 千円 千円
2,313,459 1,215,871 1,869,601 1,987,757

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

千円 千円 千円 千円

△892,086 854,777 1,262,294 1,713,567

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） △78円23銭 74円96銭 110円70銭 150円28銭

総 資 産
千円 千円 千円 千円

27,495,829 25,628,250 27,264,586 27,807,165
純 資 産

千円 千円 千円 千円
15,423,862 15,921,263 17,114,520 18,348,803

５．財産及び損益の状況

（注）１. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
２. １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控
除した株式数に基づいて算出しております。

３. 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年3月31日)等を当連結会計年度の期首か
ら適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値とな
っております。

会 社 名 所 在 地 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

百万円 ％
株 式 会 社 ノ ザ ワ 商 事 神戸市中央区 50 100 建設資材販売及び一般建設業
株式会社ノザワトレーディング 神戸市中央区 10 100 損害保険代理業及び生命保険募集業
野澤貿易（上海）有限公司 中国上海市 28 100 建築資材の販売と輸出入

６．重要な親会社及び子会社の状況
⑴　重要な親会社の状況
　該当事項はありません。

⑵　重要な子会社の状況

(注）野澤積水好施新型建材（瀋陽）有限公司は、2021年9月に清算が結了いたしました。
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主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先の状況

７．主要な事業内容（2022年３月31日現在）
　当社グループは、押出成形セメント製品（アスロック・住宅用高遮音床材・住宅用軽量外壁
材）、スレート、不燃混和材、耐火被覆材（コーベックス）等の製造・販売・施工及び石綿除去
工事並びに建設資材販売、肥料の製造・販売、一般建設業、損害保険代理業、生命保険募集業を
行っております。

株式会社ノザワ 本　　　社 神戸市中央区浪花町15番地
支　　　店 札幌（札幌市）　仙台（仙台市）

東京（東京都中央区）
名古屋（名古屋市）　関西（神戸市）
広島（広島市）　九州（福岡市）

工　　　場 埼玉（埼玉県吉見町）
播州（兵庫県播磨町）
高砂（兵庫県高砂市）
フラノ（北海道富良野市）

技術研究所 埼玉県深谷市

株式会社ノザワ商事 本　　　社 神戸市中央区浪花町15番地
支　　　店 仙台（仙台市）

東京（東京都中央区）
関西（神戸市）

株式会社ノザワトレーディング 本　　　社 神戸市中央区浪花町15番地
野澤貿易(上海)有限公司 本　　　社 中国上海市

８．主要な事業所（2022年３月31日現在）
⑴　当　　社

⑵　子　会　社

従業員数 （前期末比増減）
364名 （6名減）

従業員数 （前期末比増減） 平均年齢 平均勤続年数
342名 （6名増） 43.8歳 19.5年

９．従業員の状況（2022年３月31日現在）
⑴　企業集団の従業員の状況

（注）　なお、従業員の中には臨時従業員132名（前期136名）は含んでおりません。

⑵　当社の従業員の状況

（注）　年齢、勤続年数とも、小数点第２位以下を四捨五入して表示しております。
なお、従業員の中には臨時従業員125名（前期130名）は含んでおりません。

10．主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

１．発行可能株式総数 30,000,000株
２．発行済株式の総数 12,075,000株（自己株式672,785株を含む）
３．株主数 3,384名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 567千株 4.97％
神 栄 株 式 会 社 486 4.26
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 436 3.82
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 398 3.49
ノ ザ ワ 取 引 先 持 株 会 383 3.36
Ｃ Ｂ Ｃ 株 式 会 社 301 2.64
日 工 株 式 会 社 284 2.49
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 262 2.30
株 式 会 社 ト ク ヤ マ 262 2.30
ノ ザ ワ 従 業 員 持 株 会 257 2.25

Ⅱ．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

４．大株主（上位10名）

（注）１．持株数は千株未満の端数を、持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
２．当社は自己株式（672,785株）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
３．持株比率は、自己株式数を控除して計算しております。

Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 野 澤 俊 也

常 務 取 締 役 坂 本 茂 紀
品質保証本部長
兼製品保証部長
兼マインケミカル事業部管掌
兼㈱ノザワ商事取締役

常 務 取 締 役 三 浦 竜 一 技術本部長
取 締 役 佐 々 木 　 三 七 司 生産担当

取 締 役 松 村 正 昭
技術本部副本部長
兼生産技術担当
兼埼玉工場長
兼ＮＮＰＳ推進室長

取 締 役 濱 本 康 二
技術本部副本部長
兼研究開発担当
兼技術研究所長
兼製品保証部性能確認室長

取 締 役 米 田 　 剛 販売本部長
兼野澤貿易(上海)有限公司董事

取 締 役 邑 橋 将 男

品質保証本部副本部長
兼リスク対策部長
兼海外事業部長
兼野澤貿易(上海)有限公司董事長

取 締 役 藤 井 邦 彦 ※

管理本部長
兼安全衛生担当
兼総務部長
兼リスク対策部法務室長
兼㈱ノザワ商事監査役

取 締 役 羽 尾 良 三
弁護士
垂水ゴルフ㈱監査役
㈱新井組社外監査役

取 締 役 小 鹿 彦 太
常 勤 監 査 役 松 永 　 豊 ㈱ノザワ商事監査役
監 査 役 吉 田 眞 明 税理士

監 査 役 檀 上 秀 逸 公認会計士
川上塗料㈱社外取締役

Ⅳ．会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

－ 10 －
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会社役員に関する事項

氏 名 変更前 変更後

藤 井 邦 彦

取締役
管理本部長
兼総務部長
兼リスク対策部法務室長

取締役
管理本部長
兼安全衛生担当
兼総務部長
兼リスク対策部法務室長
兼㈱ノザワ商事監査役

（注）１. 取締役羽尾良三氏、小鹿彦太氏は、社外取締役であります。
２. 監査役吉田眞明氏、檀上秀逸氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役松永豊氏は、多年にわたり当社の管理本部担当取締役を経験しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。
監査役吉田眞明氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも
のであります。
監査役檀上秀逸氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

４. 当社は、羽尾良三氏、小鹿彦太氏及び吉田眞明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出ております。

５. ※の藤井邦彦氏は、2021年６月29日開催の第161回定時株主総会において新たに取締役に選任さ
れ、就任いたしました。

６. 当事業年度中に退任した取締役
取締役　西岡誠司　2021年6月29日退任
取締役　肥後竜也　2021年6月29日退任

7. 当事業年度中の取締役の地位・担当等の異動
2021年6月29日付

２．責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役羽尾良三氏、同小鹿彦太氏、及び、監査役松永豊氏、同吉田眞明氏、同檀上秀逸
氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限
度額としております。
３．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険
料については、全額会社負担としております。

(1) 保険契約の被保険者の範囲
当社及び当社子会社の取締役、監査役。

(2) 保険契約の内容の概要
被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及にかかる請求を受
けることによって生じることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するものです。

(3) 役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
法令違反のあることを認識して行った行為に起因して生じた損害は、填補されないなど一
定の免責事由があります。
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会社役員に関する事項

役 員 区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の数基本報酬

基礎報酬 業績連動報酬
取　　締　　役

(うち社外取締役）
186,314
（8,000)

117,949
（8,000)

68,365
（－)

13名
（2名）

監　　査　　役
（うち社外監査役）

18,200
（7,400)

18,200
（7,400) － 3名

（2名）

４．当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
（1）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等
について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定
方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。
取締役・監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
　当社は、社会の発展に貢献する企業を目指すという企業理念のもと、取締役は、当社グルー
プの持続的な成長に貢献する使命を担っており、果たすべき役割と経営目標の達成度合いに応
じた報酬制度を基本方針として定めました。
　取締役の報酬は、基本報酬のみとなっております。その算定方法は、各取締役の役位・職責
等に基づく基礎報酬に加え、１株当たりの前期末配当額、前期の経常利益額並びに当該取締役
が担当する部門の業績への貢献度に従って、個別配分による業績連動報酬を設定、基本報酬と
して算定し、月例の報酬としております。
業績連動報酬については、１株当たりの前期末配当額(30円)、前期の経常利益額(連結：1,869,601
千円、個別：1,631,073千円）並びに当該取締役が担当する部門の業績への貢献度を指標とし
ているのは、業務執行の成果を測る上で、当該指標が適切であると判断し、選定しております。
　社外取締役及び監査役は、公正かつ適正な経営を担う役割及び独立性の観点から基礎報酬の
みとなっております。

（2）取締役及び監査役の報酬等の総額、報酬等の種類別の総額

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の金銭報酬の額は､2015年６月26日開催の第155回定時株主総会において、年

額５億円以内(うち、社外取締役年額3,000万円以内）と決議しております（使用人兼
務取締役の使用人分給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は11名
（うち、社外取締役２名）です。

３. 監査役の金銭報酬の額は､2015年６月26日開催の第155回定時株主総会において、年
額7,000万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名
（うち、社外監査役２名）です。
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会社役員に関する事項

氏 名 取締役会出席状況 活 動 状 況 と 役 割

羽 尾 　 良 三 15回中11回

主に弁護士として企業法務に精通してお
り、法律、コンプライアンスに関する幅
広い知識と見識を有し、当社取締役会に
おいて有用な助言、提言を行うなど、当
社の社外取締役として独立した立場から
当社経営の重要事実の決定及び業務執行
の監督等の職務を適切に遂行しておりま
す。

小 鹿 　 彦 太 15回中15回

主に金融業務及び金融機関の執行役員等
を経験しており、財務、会計、会社経営
等に関する幅広い知識と見識を有し、当
社取締役会において有用な助言、提言を
行うなど、当社の社外取締役として独立
した立場から当社経営の重要事実の決定
及び業務執行の監督等の職務を適切に遂
行しております。

氏 名 主 な 活 動 状 況

吉 田 　 眞 明
当事業年度に開催された取締役会には、15回中15回出席、また監査
役会には18回中18回出席し、議案審議等について、主に税理士とし
ての専門的見地からの発言を行っております。

檀 上 　 秀 逸
当事業年度に開催された取締役会には、15回中14回出席、また監査
役会には18回中17回出席し、議案審議等について、主に公認会計士
としての専門的見地からの発言を行っております。

５．社外役員に関する事項
⑴　重要な兼職先である他の法人等と当社の関係

　社外取締役羽尾良三氏の兼職先である垂水ゴルフ㈱、㈱新井組とは特別な関係はありませ
ん。

　社外監査役檀上秀逸氏の兼職先である川上塗料㈱とは特別な関係はありません。
⑵　当事業年度における主な活動の状況
・社外取締役

・社外監査役
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会計監査人の状況

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬額 28,000千円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

28,000千円

Ⅴ．会計監査人の状況
１．名称　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計額を記
載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役
からの報告を通じて、監査内容、監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況
を確認し、当該事業年度の監査時間及び報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．非監査業務の内容
　該当事項はありません。

４．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理
由を報告いたします。
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Ⅵ．会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
⑴ 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
①　企業行動指針をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を定め、法令・定款及び社会
規範を遵守した行動規範とする。
②　コンプライアンス啓発・教育委員会を所管するリスク対策部法務室役員は、全社横断的なコ
ンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。コンプライアンス啓発・教育委員会に
おいて､コンプライアンス上の重要な問題を審議し､その結果を取締役会へ報告し是正を図る。
③　取締役が当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見し
た場合には直ちにコンプライアンス啓発・教育委員会に報告するものとする。使用人がコンプ
ライアンス上問題ある行為等について発見した場合には、コンプライアンスホットラインに連
絡・通報することができる。

⑵ 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する文書管理規程を定める。
②　取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し保存
する。取締役及び監査役は、これらの文書等を閲覧できるものとする。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め同規程に従ったリスク管理体制を構築
する。
②　不測の事態が発生した場合には、担当取締役は社長に報告し対策本部を設け迅速に対応す
る。

⑷ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、定時取締役会を月１回、必要に
応じて臨時取締役会を適宜開催する。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項について
は、事前に社長及び本部長を委嘱された取締役で構成する本部長会を経て、取締役会で審議・
承認を行うものとする。
②　取締役会の決定に基づく業務執行については、業務運営規則に、それぞれの責任者及びその
責任、執行手続きの詳細について定めるものとする。
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⑸ 当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社及び当社グループにおける内部統制の構築を目指し、当社にグループ全体の内部統制に
関する部署を設け、当社及び当社グループ間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指
示、要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
②　当社取締役及び当社グループの社長は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の確立
と運用の権限と責任を有する。
③　監査室は、当社及び当社グループの内部監査を実施し、その結果を当社取締役及び監査役、
当社グループの社長に報告する。監査室は必要に応じて、内部統制の改善策を指導、実施の支
援・助言を行う。
④　当社は、子会社の管理責任を明確にするため、子会社毎に担当役員を定める。子会社の役員
は、定期的に当社の担当役員へ、業績・その他重要な情報を報告する。

⑹ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並び
にその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、
監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役の指揮命令を受
けないものとする。

⑺ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社及び当
社グループの役員及び使用人に周知徹底する。

⑻ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
①　取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大
な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスホットラインによる通報状況及
びその内容を報告する。監査役は、必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めるこ
とができるものとする。
②　当社は、上記の報告及び上記１．⑴③の情報提供を行った役員・使用人に対し、いかなる不
利益な取り扱いも行わない。
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⑼ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役は、顧問弁護士及び監査契約を締結した監査法人の公認会計士より、監査業務に関す
る助言を受けることができる。
②　監査役は、社長・取締役と定期的に意見交換を行う。

⑽ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等の請求をしたとき
は、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に
必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　取締役の職務の執行については、取締役会を年15回開催し、法令で定められた事項や経営
に関する重要事項の決定、業務執行状況の報告及び監督を行いました。
　コンプライアンス体制については、コンプライアンス体制に係る規程の運用を図るととも
に、コンプライアンス意識の向上を目的として社内研修を実施しました。
　リスク管理体制については、リスク管理規程の運用を図り、情報セキュリティーポリシーの
改定等、必要に応じて対応を実施しました。
　内部監査については、当社及びグループ会社を対象に業務の遂行状況、内部統制システムの
運用状況や会計に関する監査を実施し、必要に応じて改善策を講じました。
　監査役の監査体制については、監査役会を年18回開催し、監査方針・監査計画の決定、取
締役の職務執行の監査、内部統制システムの運用状況を確認しました。
　監査役は監査室(監査役の職務を補助すべき使用人１名)と監査計画策定、内部監査での問題
点に関する意見交換を随時行い、主な事業所などについては実地監査を行いました。また、社
外取締役及び会計監査人とは定期的に情報共有を行いました。
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３．会社の支配に関する基本方針
⑴ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取
引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値
ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するもので
はありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定
に委ねられるべきだと考えています。
　ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち
続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を
損なうおそれのあるもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十
分に提供されないものもありえます。
　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株
主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必
要があると考えています。

⑵ 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り
組み
　当社の中長期的な経営基本戦略等当社の目標としております企業像は下記のとおりです。
⒈ 建設部材、システム分野での開発型企業を目指し、建築・住宅・土木の３市場での安定的
な商品供給による強固な経営基盤を持つ企業

⒉ 技術力を背景とした差別化（品質・納期・コストの絶対的優位性）を推進するオンリーワ
ン企業

⒊ 環境保全を主眼においた次世代の事業を模索し、人々にやすらぎと安心を提供し、社会へ
の貢献を企業の発展と考える企業

　これらを実現するため、経営基本方針「全員の創意で常に新しい商品を世に問い、居住空間
の想像を通して21世紀を勝ち抜く企業集団を創ろう」のもと、当社の経営の２本柱である中
長期計画、ＮＮＰＳ（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）改善活動を着実に実行す
ることによって、当社のもつ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステークホルダーと
の良好な関係を継続、発展させ、当社及び当社グループ会社の企業価値及び株主共同の利益の
向上に繋げられるものと考えております。
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⑶ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取り組み
　当社は、2008年６月27日開催の定時株主総会において、買収防衛策の導入根拠、手続き等
を定めた定款変更議案及び変更された定款に基づき当社株式等の大規模買付行為に関する対応
策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の導入について株主の皆様のご承認をい
ただき、また2020年６月26日開催の定時株主総会において本プランの継続についてご承認を
いただき、現在に至っております。
　本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が
判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株
主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とするものであり、当社の企業価値・株主
共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる
ことを目的としております。
　本プランにおきましては、(ⅰ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割
合が20％以上となる買付、または(ⅱ)当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株
式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買
付またはこれらに類似する行為（以下「買付等」と総称します。）を対象とします。
　当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付等の内
容の検討に必要な情報及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する
旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報、当
社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案等が、経営陣から独立した者よ
り構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、必
要に応じて、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の評価・検討、当社取締役会の
提示した代替案の検討、株主に対する情報開示等を行います。
　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、または買付者
等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひい
ては株主共同の利益を著しく損なうおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件
のいずれかに該当し、対抗措置を発動することが相当であると判断した場合には、当社取締役
会に対して、対抗措置を発動すべき旨、または株主の意思を確認すべき旨を勧告します。当社
取締役会は、この勧告または株主意思確認総会若しくは書面投票の決定に基づき、原則として
新株予約権の無償割当ての実施を決議し、別途定める割当期日における当社の最終の株主名簿
に記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社株式１株につき新株予約権２個を上限
として別途定める割合で、新株予約権を無償で割当てます。
　当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締
役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。
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⑷ 上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　上記⑵に記載した基本方針の実現に資する特別な取り組みは、当社の企業価値・株主共同の
利益の確保・向上に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の
株主共同の利益に資するものであり、また、当社の経営陣の地位の維持を目的とするものでは
ありません。
　また、本プランは、上記⑶に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる
目的をもって導入されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主意思
を重視するものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、
独立性の高い社外者によって構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際し
ては必ず独立委員会の判断または株主意思の確認を経ることが必要とされていること、独立委
員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３
年間と定められたうえ、株主総会または取締役会でいつでも廃止できるとされていることなど
により、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主
共同の利益に資するものであって、当社の経営陣の地位の維持を目的とするものではありませ
ん。
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連結貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 成 工 事 支 出 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
(有 形 固 定 資 産)
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他
(無 形 固 定 資 産)
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他
(投資その他の資産)
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

(13,637,057)
7,016,032
5,233,497
621,571
11,053
178,738
61,377
534,457
△19,671

(14,170,107)
(10,476,979)
1,966,192
1,675,964
6,473,480
21,591
82,283
257,466
(84,431)
8,359
44,218
31,843

10
（3,608,696)
2,545,089
450,864
693,620
△80,878　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 (5,287,145)
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,210,952
リ ー ス 債 務 19,654
未 払 法 人 税 等 261,948
賞 与 引 当 金 263,000
製 品 補 償 引 当 金 6,000
そ の 他 1,525,589

固 定 負 債 (4,171,216)
リ ー ス 債 務 40,207
再評価に係る繰延税金負債 1,466,739
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,044,330
訴 訟 損 失 引 当 金 178,000
資 産 除 去 債 務 67,508
そ の 他 374,430
負 債 合 計 9,458,362
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 (14,482,508)
資 本 金 2,449,000
資 本 剰 余 金 1,470,572
利 益 剰 余 金 10,823,747
自 己 株 式 △260,811

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 (3,866,295)
その他有価証券評価差額金 791,947
土 地 再 評 価 差 額 金 3,142,030
為 替 換 算 調 整 勘 定 9,091
退職給付に係る調整累計額 △76,773
純 資 産 合 計 18,348,803

資 産 合 計 27,807,165 負 債 純 資 産 合 計 27,807,165

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
その他の注記事項は、連結注記表に記載しております。
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連結損益計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,546,522
売 上 原 価 13,776,074

売 上 総 利 益 6,770,448
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,921,938

営 業 利 益 1,848,509
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,142
受 取 配 当 金 73,357
そ の 他 136,191 211,691

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,939
そ の 他 66,504 72,444
経 常 利 益 1,987,757

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 17,567
製 品 補 償 引 当 金 戻 入 益 20,000
火 災 関 連 損 失 引 当 金 戻 入 益 54,560
為 替 換 算 調 整 勘 定 取 崩 益 261,743 353,871

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 68,487
ゴ ル フ 会 員 権 退 会 損 22,000
訴 訟 損 失 20,202
関 係 会 社 清 算 損 失 20,711 131,402
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,210,226
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 338,975
法 人 税 等 調 整 額 145,973 484,948
当 期 純 利 益 1,725,277
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 11,710
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,713,567

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
　　　その他の注記事項は、連結注記表に記載しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）

項　　　目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,449,000 1,470,572 9,455,058 △260,503 13,114,126

会計方針の変更による累積的影響額 △2,798 △2,798

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た 当 期 首 残 高 2,449,000 1,470,572 9,452,259 △260,503 13,111,328

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △342,079 △342,079

親会社株主に帰属する当期純利益 1,713,567 1,713,567

自 己 株 式 の 取 得 △307 △307

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,371,487 △307 1,371,180

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,449,000 1,470,572 10,823,747 △260,811 14,482,508

項　　　目

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

土 地
再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付
に 係 る
調 整
累 計 額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 930,112 3,142,030 188,637 △111,784 4,148,995 △148,601 17,114,520

会計方針の変更による累積的影響額 △2,798

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た 当 期 首 残 高 930,112 3,142,030 188,637 △111,784 4,148,995 △148,601 17,111,721

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △342,079

親会社株主に帰属する当期純利益 1,713,567

自 己 株 式 の 取 得 △307

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △138,165 － △179,546 35,010 △282,700 148,601 △134,098

連結会計年度中の変動額合計 △138,165 － △179,546 35,010 △282,700 148,601 1,237,081

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 791,947 3,142,030 9,091 △76,773 3,866,295 － 18,348,803

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
　　　その他の注記事項は、連結注記表に記載しております。
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連結注記表

連 　結 　注 　記 　表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び名称 ３社（㈱ノザワ商事、㈱ノザワトレーディング、
　　　野澤貿易（上海）有限公司）

なお、前連結会計年度において連結子会社であった野澤積水好施新型
建材（瀋陽）有限公司は、2021年９月18日に清算結了したため、期
中に連結の範囲から除外しております。

②　非連結子会社 該当事項はありません。
⑵　持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。
⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社２社の決算日は12月31日であり、連結決算日との差異が３ヶ月を超えない
ため、当該事業年度に係る財務諸表を基礎として連結計算書類を作成し、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

建物、2016年４月１日以降に取得した構築物及び埼玉工場以外の
資産については定率法を採用しております。なお建物、2016年４
月１日以降に取得した構築物及び埼玉工場の資産については定額法
を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。
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連結注記表

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ
ております。

長期前払費用 均等償却を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を検討して計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち
当連結会計年度の負担額を計上しております。

訴訟損失引当金 訴訟に対する損失に備えるため、係争中の案件に対し、将来発生する
可能性のある損失見込額を計上しております。

製品補償引当金 当社製品に関する改修費用等の対応費用の発生に備えるため、今後発
生すると見込まれる金額を計上しております。

⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　重要な収益及び費用の計上基準　当社グループは、主に押出成形セメント製品等の建築材料

を顧客に供給することを履行義務としており、収益認識に関
する会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを
適用し、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまで
の期間が通常の範囲内である場合については、出荷時点で収
益を認識しております。
　また、工事契約に関しては、顧客との工事契約に基づき当
該物件の引渡しを行う義務を負っており、工事契約に係る収
益は、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益
を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の
合理的な見積りが困難な工事については、原価回収基準を適
用しております。契約における取引開始日から完全に履行義
務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契
約については代替的な取扱いを適用し、履行義務を充足した
時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足から概
ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。

②　退職給付に係る会計処理の方法 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基
準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1０年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。
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連結注記表

③　重要な外貨建の資産又は負
　　債の本邦通貨への換算の基
　　準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて
おります。

⑹　会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。
　これにより、工事契約に関して、従来は工事の進捗部分について成果の確実性が認められる
場合は工事進行基準を適用していたものを、当連結会計年度より履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、有償支給取引において、
従来は有償支給品について消滅を認識していたものを、当該取引において買い戻す義務を負っ
ていることから、有償支給品について消滅を認識しないこととし、当該取引において支給品の
譲渡に係る収益は認識しておりません。加えて、一部の取引について、従来は顧客から受け取
る対価の総額を収益として認識していたものを、財又はサービスの提供における当社グループ
の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除
した純額で収益を認識する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は464,569千円減少し、売上原価は463,735千円減少、
営業利益は341千円増加、経常利益及び税金等調整前当期純利益は22,394千円それぞれ増加
しております。また、利益剰余金の当期首残高は2,798千円減少しております。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資
産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び
契約資産」に含めて表示しております。
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連結注記表

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって
適用することとしております。これにより、その他有価証券のうち時価のあるものについて、
従来、期末決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法を採用していたものを、当連結会
計年度より、期末決算日の市場価格に基づく時価法に変更しております。なお、当連結会計年
度の連結計算書類に与える影響は軽微であります。

⑺　会計上の見積りに関する注記
１．繰延税金資産の回収可能性
　繰延税金資産の計上は、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングによっ
て見積っております。当該見積りは不確実性を有しており、新型コロナウイルス感染症の影響
等経済条件の変動等によって課税所得の見積額が変動し、繰延税金資産の回収可能性の判断に
影響を与え、翌連結会計年度の連結計算書類において繰延税金資産の取崩しが発生する可能性
があります。なお、当連結会計年度末の残高は以下のとおりです。
　　繰延税金資産　　450,864千円

２．訴訟損失引当金の計上
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び当社を
含む複数の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判について、期末日において損失の発
生可能性を勘案し、最善の見積りに基づいて計上しております。損失の発生可能性に関する見
積りの基礎となる主要な仮定及び金額の算出は地方裁判所の判決によっておりますが、今後の
各裁判所の判決の内容により追加で費用が発生し、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与
える可能性があります。なお、当連結会計年度の残高は以下のとおりです。
　　訴訟損失引当金　　178,000千円
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 18,915,737千円

(ⅰ) 工場財団
建 物 及 び 構 築 物 1,019,784千円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,628,884千円
土 地 5,507,920千円
小 計 8,156,589千円

(ⅱ) そ の 他
投 資 有 価 証 券 177,825千円
小 計 177,825千円

(ⅱ) 支払手形及び買掛金 177,596千円

３．連結貸借対照表に関する注記

⑵　担保に供している資産及び対応する債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
(ⅰ) 工場財団の資産は、銀行取引に係る根抵当権が設定されておりますが、当連結会計年

度末現在対応する債務はありません。

⑶　偶発債務
①　2007年10月１日付で石綿健康障害による労災認定者であり当社グループの事業活動と直

接因果関係が認められるものに対する補償制度を導入したことから、将来当該制度に基づき
補償負担が発生する可能性があります。

②　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数
の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判が、各裁判所に係属しております。現在、
当社グループは損失の発生可能性が高いと認められる案件について訴訟損失引当金を
178,000千円計上しておりますが、今後の判決の内容により追加で費用が発生し、連結業
績に影響を与える可能性があります。

　　上記裁判のうち、最高裁判所に係属していた２件の訴訟に関し、2021年５月17日付で最
高裁判所で判決が言い渡され、当社への請求に係る部分が高等裁判所に差し戻されました。
訴訟の推移によっては当社グループの連結業績に影響を与える可能性がありますが、現時点
においてその影響を合理的に見積もることは困難であります。

⑷　訴訟損失引当金
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の
建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判において、各裁判所が国及び当社を含む建材メ
ーカーに賠償金の支払を命じた判決を受け、賠償金相当を訴訟損失引当金として計上しており
ます。
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連結注記表

⑴　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式 12,075,000株
⑵　当連結会計年度末における自己株式の種類及び総数 普通株式 672,785株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会 普通株式 342,079千円 30円 2021年

３月31日
2021年

６月30日

付 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 456,088千円 40円 2022年

３月31日
2022年

６月30日

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑶　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　2022年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり付議いたします。
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（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 2,508,863 2,508,863 －

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要に応じて銀行等からの借入
により資金調達を行う方針であります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握
を行っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額
36,226千円）は、その他有価証券には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、
預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金は短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似することから、注記を省略しております。

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。
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連結注記表

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 2,508,863 － － 2,508,863

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

       至　2022年３月31日）

押出成形セメント製品関連
スレート関連
耐火被覆等
その他

16,162,059
766,903
969,549

2,604,862
顧客との契約から生じる収益 20,503,375
その他の収益 43,147
外部顧客への売上高 20,546,522

　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産については、賃貸等不動産の連結決算日における時価を基礎とした金額が、当該時
価を基礎とした総資産との比較において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

７．収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「２.連結計算書類作成のための基本となる重要な事
項に関する注記　⑸その他連結計算書類作成のための重要な事項　①重要な収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度期首 当連結会計年度末
顧客との契約から生じた債権
　売掛金及び受取手形
　契約資産
　契約負債

4,749,110
247,714
114,997

4,821,429
412,067
13,863

⑴　１株当たり純資産額 1,609円23銭
⑵　１株当たり当期純利益 150円28銭

(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　①　契約資産および契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１.契約資産
　契約資産は工事契約における進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る債権であり、当期末
残高は当期首残高に比べ164,353千円増加しております。

　２.契約負債
　契約負債は工事契約における顧客からの前受金であり、当期末残高は当期首残高に比べ
101,134千円減少しております。なお、当期首残高における契約負債のうち、当連結会計年度
において収益に認識した金額は113,622千円であります。

　②　残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を採用し、記
載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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再評価を行った年月日 2002年３月31日

△2,372,498千円
⑵　手形流動化に伴う裏書譲渡高 1,498,170千円

９．その他の注記事項に関する注記
⑴　土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日　公布法律第19号）に基づき、事業用土地
の再評価を行っております。なお、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日　公布政令第119号）第２条第３
号に定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳
に登録されている価格に合理的な調整を行って算定する方法及び同施行令第２条第４号に
定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ
て算定する方法

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

⑶　為替換算調整勘定取崩益
　　連結子会社である野澤積水好施新型建材（瀋陽）有限公司の清算結了に伴い、為替換算調整勘

定を取り崩したことによるものであります。
⑷　関係会社清算損失

連結子会社である野澤積水好施新型建材（瀋陽）有限公司の清算に伴う損失であります。
⑸　訴訟損失

石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の建
材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判に伴う損失であります。なお、このなかには、訴
訟損失引当金繰入額16,000千円を含んでおります。
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貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 成 工 事 支 出 金
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
( 有 形 固 定 資 産 )
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
( 無 形 固 定 資 産 )
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他
( 投資その他の資産 )
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金　

(12,654,292)
6,955,125
2,125,687
2,333,364
612,570
11,053
178,738
1,813

143,146
283,666
10,125
△1,000

(14,114,010)
(10,476,759)
1,844,187
121,880
1,656,452
19,512
257,370
6,473,480
21,591
82,283
(83,989)
7,990
44,145
31,843

10
(3,553,260)
2,487,942
40,000

20
1,457
28,550
48,025
371,546
191,581
417,687
△33,550　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 (5,720,457)
支 払 手 形 1,500,882
買 掛 金 1,621,943
関 係 会 社 短 期 借 入 金 946,490
リ ー ス 債 務 19,654
未 払 金 431,305
未 払 費 用 574,356
未 払 法 人 税 等 245,730
賞 与 引 当 金 251,000
設 備 関 係 支 払 手 形 75,081
製 品 補 償 引 当 金 6,000
そ の 他 48,011

固 定 負 債 (4,100,633)
リ ー ス 債 務 40,207
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,466,739
退 職 給 付 引 当 金 1,933,737
受 入 保 証 金 365,470
訴 訟 損 失 引 当 金 178,000
資 産 除 去 債 務 67,508
そ の 他 48,970
負 債 合 計 9,821,091

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 (13,023,811)
資 本 金 2,449,000
資 本 剰 余 金 1,190,882
資 本 準 備 金 612,250
そ の 他 資 本 剰 余 金 578,632
利 益 剰 余 金 9,739,564
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,739,564
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 272,919
繰 越 利 益 剰 余 金 9,466,645

自 己 株 式 △355,634
評 価 ・ 換 算 差 額 等 (3,923,399)
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 781,369
土 地 再 評 価 差 額 金 3,142,030
純 資 産 合 計 16,947,211

資 産 合 計 26,768,302 負 債 純 資 産 合 計 26,768,302

貸　 借 　対 　照 　表

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
その他の注記事項は、個別注記表に記載しております。
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損益計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 18,065,025
売 上 原 価 11,686,336

売 上 総 利 益 6,378,689
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,561,165

営 業 利 益 1,817,523
営 業 外 収 益

受 取 利 息 560
受 取 配 当 金 71,105
そ の 他 101,993 173,659

営 業 外 費 用
支 払 利 息 19,450
そ の 他 70,129 89,580
経 常 利 益 1,901,603

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 17,567
製 品 補 償 引 当 金 戻 入 益 20,000
火 災 関 連 損 失 引 当 金 戻 入 益 54,560 92,127

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 68,487
ゴ ル フ 会 員 権 退 会 損 22,000
訴 訟 損 失 20,202 110,690
税 引 前 当 期 純 利 益 1,883,040
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 311,185
法 人 税 等 調 整 額 190,993 502,179
当 期 純 利 益 1,380,861

損 　益 　計 　算 　書

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
その他の注記事項は、個別注記表に記載しております。

－ 35 －



2022/05/30 14:37:37 / 21827777_株式会社ノザワ_招集通知

株主資本等変動計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）

項　　　目

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

その他利益剰余金
資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,449,000 612,250 578,632 301,007 8,405,867 △355,327 11,991,430
会計方針の変更による累積的影響額 △6,092 △6,092
会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た 当 期 首 残 高 2,449,000 612,250 578,632 301,007 8,399,775 △355,327 11,985,337
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当  △342,079 △342,079
固定資産圧縮積立金の取崩  △28,088 28,088 －
当 期 純 利 益 1,380,861 1,380,861
自 己 株 式 の 取 得 △307 △307
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － －  △28,088 1,066,870 △307 1,038,474
2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,449,000 612,250 578,632 272,919 9,466,645 △355,634 13,023,811

項　　　目
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 904,026 3,142,030 4,046,056 16,037,487
会計方針の変更による累積的影響額 △6,092
会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た 当 期 首 残 高 904,026 3,142,030 4,046,056 16,031,394
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △342,079
固定資産圧縮積立金の取崩 －
当 期 純 利 益 1,380,861
自 己 株 式 の 取 得 △307
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △122,657 － △122,657 △122,657

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △122,657 － △122,657 915,817
2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 781,369 3,142,030 3,923,399 16,947,211

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
その他の注記事項は、個別注記表に記載しております。
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個別注記表

個 　別 　注 　記 　表

１．継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による
簿価切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

建物、2016年４月１日以降に取得した構築物及び埼玉工場以外の資
産については定率法を採用しております。なお建物、2016年４月１
日以降に取得した構築物及び埼玉工場の資産については定額法を採用
しております。

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ
ております。

長期前払費用 均等償却を採用しております。
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個別注記表

⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を検討して計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のう
ち、当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌
事業年度から費用処理しております。

訴訟損失引当金 訴訟に対する損失に備えるため、係争中の案件に対し、将来発生する
可能性のある損失見込額を計上しております。

製品補償引当金 当社製品に関する改修費用等の対応費用の発生に備えるため、今後発
生すると見込まれる金額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための重要な事項
①　重要な収益及び費用の計上基準　当社は、主に押出成形セメント製品等の建築材料を顧客に

供給することを履行義務としており、収益認識に関する会計
基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、
出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が
通常の範囲内である場合については、出荷時点で収益を認識
しております。
　また、工事契約に関しては、顧客との工事契約に基づき当
該物件の引渡しを行う義務を負っており、工事契約に係る収
益は、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益
を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の
合理的な見積りが困難な工事については、原価回収基準を適
用しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足から概
ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。

②　退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理
の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なってお
ります。
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個別注記表

⑸　会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客
に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ
ととしております。
　これにより、工事契約に関して、従来は工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場
合は工事進行基準を適用していたものを、当事業年度より履行義務を充足するにつれて一定の期
間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、有償支給取引において、従来は有償
支給品について消滅を認識していたものを、当該取引において買い戻す義務を負っていることか
ら、有償支給品について消滅を認識しないこととし、当該取引において支給品の譲渡に係る収益
は認識しておりません。加えて、一部の取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収
益として認識していたものを、財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取
引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法
に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的
影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し
ております。
　この結果、当事業年度の売上高は157,952千円減少し、売上原価は136,550千円減少、営業
利益は20,225千円減少、経常利益及び税引前当期純利益は1,827千円それぞれ増加しておりま
す。また、利益剰余金の当期首残高は6,092千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融
商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ
ととしております。これにより、その他有価証券のうち時価のあるものについて、従来、期末決
算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法を採用していたものを、当事業年度より、期末決
算日の市場価格に基づく時価法に変更しております。なお、当事業年度の計算書類に与える影響
は軽微であります。
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個別注記表

⑹　会計上の見積りに関する注記
１．繰延税金資産の回収可能性
　繰延税金資産の計上は、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングによっ
て見積っております。当該見積りは不確実性を有しており、新型コロナウイルス感染症の影響
等経済条件の変動等によって課税所得の見積額が変動し、繰延税金資産の回収可能性の判断に
影響を与え、翌事業年度の計算書類において繰延税金資産の取崩しが発生する可能性がありま
す。なお、当事業年度末の残高は以下のとおりです。
　　繰延税金資産　　417,687千円

２．訴訟損失引当金の計上
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び当社を
含む複数の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判について、期末日において損失の発
生可能性を勘案し、最善の見積りに基づいて計上しております。損失の発生可能性に関する見
積りの基礎となる主要な仮定及び金額の算出は地方裁判所の判決によっておりますが、今後の
各裁判所の判決の内容により追加で費用が発生し、翌事業年度の計算書類に影響を与える可能
性があります。なお、当事業年度の残高は以下のとおりです。
　　訴訟損失引当金　　178,000千円
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個別注記表

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 18,912,338千円

受取手形 101,894千円
売掛金 98,371千円

支払手形 185,694千円
買掛金 400千円

(ⅰ) 工場財団
建 物 903,830千円
構 築 物 115,954千円
機 械 及 び 装 置 1,628,884千円
土 地 5,507,920千円
小 計 8,156,589千円

(ⅱ) そ の 他
投 資 有 価 証 券 177,825千円
小 計 177,825千円

(ⅱ) 支払手形 124,125千円
　　買掛金 53,471千円

㈱ノザワ商事 81,329千円

３．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
①　短期金銭債権

②　短期金銭債務

⑶　担保に供している資産及び対応する債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
(ⅰ) 工場財団の資産は、銀行取引に係る根抵当権が設定されておりますが、当事業年度末現在

対応する債務はありません。

⑷　保証債務
　　関係会社の仕入債務に対する債務保証

⑸　圧縮記帳
　　固定資産圧縮積立金は、法人税法に基づいて計上したものであります。
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売上高 523,465千円
仕入高 4,115千円

②　営業取引以外の取引高 29,336千円

当事業年度末における自己株式の種類及び総数 普通株式 672,785株

⑹　偶発債務
①　2007年10月１日付で石綿健康障害による労災認定者であり当社の事業活動と直接因果関

係が認められるものに対する補償制度を導入したことから、将来当該制度に基づき補償負担
が発生する可能性があります。

②　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数
の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判が、各裁判所に係属しております。現在、
当社は損失の発生可能性が高いと認められる案件について訴訟損失引当金を178,000千円
計上しておりますが、今後の判決の内容により追加で費用が発生し、当社の業績に影響を与
える可能性があります。

　　上記裁判のうち、最高裁判所に係属していた２件の訴訟に関し、2021年５月17日付で最
高裁判所で判決が言い渡され、当社への請求に係る部分が高等裁判所に差し戻されました。
訴訟の推移によっては当社の業績に影響を与える可能性がありますが、現時点においてその
影響を合理的に見積もることは困難であります。

⑺　訴訟損失引当金
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の
建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判において、各裁判所が国及び当社を含む建材メ
ーカーに賠償金の支払を命じた判決を受け、賠償金相当を訴訟損失引当金として計上しており
ます。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　営業取引による取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
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個別注記表

（繰延税金資産）
賞与引当金 76,755千円
投資有価証券評価損否認 2,179千円
退職給付引当金 591,337千円
貸倒引当金繰入限度超過額 10,565千円
製品補償引当金 1,834千円
ゴルフ会員権評価損否認 2,163千円
未払費用等否認 146,746千円
減損損失 24,322千円
役員退職慰労金 14,975千円
未払事業税 17,723千円
関係会社出資金評価損 8,562千円
訴訟損失引当金 54,432千円
その他 75,684千円

繰延税金資産小計 1,027,283千円
将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △145,049千円

繰延税金資産合計 882,233千円
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 344,198千円
資産除去債務 124千円
固定資産圧縮積立金 120,222千円

繰延税金負債合計 464,546千円
繰延税金資産純額 417,687千円

⑵　再評価に係る繰延税金負債の内訳
（繰延税金資産）

土地の再評価に係る繰延税金資産 57,377千円
評価性引当額 △57,377千円
土地の再評価に係る繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）
土地の再評価に係る繰延税金負債 1,466,739千円
土地の再評価に係る繰延税金負債純額 1,466,739千円

６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産・繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

名 　 　 　 称
議決権等
の 所 有
割合(％)

議決権等
の被所有
割合(％)

取引の
内　容

取引金額
（千円）

取引条件及び
取 引 条 件 の
決 定 方 針

科　目 期末残高
（千円）

株式会社ノザワ商事 100 ―

商 品 及 び
製 品 の
販 売

459,891 注1･2･3 受取手形
売 掛 金

101,894
98,371

工 事 の 発
注 及 び 原
材 料 の
仕 入

3,809 注1･2･3 支払手形
買 掛 金

185,694
400

保 証 債 務 81,329 注4 ― ―
事 務 所 の
賃 貸 4,140 注1･2 ― ―

⑴　１株当たり純資産額 1,486円31銭
⑵　１株当たり当期純利益 121円10銭

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社

注1．一般的な取引条件を勘案して合理的に決定しております。
注2．取引金額には消費税等は含まれておりません。
注3．期末残高には消費税等が含まれております。
注4．当社は、子会社の仕入債務に対して、債務保証を行っております。

８．収益認識に関する注記
連結注記表「７.収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 44 －
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個別注記表

再評価を行った年月日 2002年３月31日

△2,372,498千円
⑵　手形流動化に伴う裏書譲渡高 1,498,170千円

11．その他の注記に関する事項
⑴　土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日　公布法律第19号）に基づき、事業用土地
の再評価を行っております。なお、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日　公布政令第119号）第２条第３
号に定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳
に登録されている価格に合理的な調整を行って算定する方法及び同施行令第２条第４号に
定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ
て算定する方法

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

⑶　訴訟損失
石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の建
材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判に伴う損失であります。なお、このなかには、訴
訟損失引当金繰入額16,000千円を含んでおります。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅 原 　 隆
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 山 友 作

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株　式　会　社　ノ　ザ　ワ
取 締 役 会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
大　　阪　　事　　務　　所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ノザワの2021年４月１日から
2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社ノザワ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

－ 46 －
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責
任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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個別会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅 原 　 隆
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 山 友 作

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

株　式　会　社　ノ　ザ　ワ
取 締 役 会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
大　　阪　　事　　務　　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ノザワの2021年４月１日
から2022年３月３１日までの第162期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書謄本

－ 48 －
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第162期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵各監査役は，監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他
における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また，当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指摘

すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方
針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とす
るものではないと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月24日
株式会社　ノ ザ ワ　監査役会

常勤監査役 松 永 　 豊 ㊞
社外監査役 吉 田 眞 明 ㊞
社外監査役 檀 上 秀 逸 ㊞　

監査役会の監査報告書謄本

以　上
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剰余金処分議案

当社普通株式１株につき 金40円 　　総額 456,088,600円

株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、当期の業績、経営環境、将来の事業展開に備えた内部留保、安
定的な配当の維持等を勘案し行うこととしております。
　当期末配当につきましては、１株につき40円とさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月30日
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定款一部変更議案

第２号議案 定款一部変更の件
１. 提案の理由

(1)「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入さ
れることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
①　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めるこ

とが義務付けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するもの
であります。

② 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交
付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定
することができるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設する
ものであります。

③ 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するもので
あります。

④ 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本
附則は期日経過後に削除するものといたします。

(2)法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役に関する規定を新設し
て補欠監査役の選任決議の有効期限を定めるとともに、補欠監査役が監査役に就任した場合
の任期を明確にするため、現行定款第27条（選任）に第3項及び第4項を新設するとともに、
現行定款第28条（任期）第2項について所要の変更を行うものであります。
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
(株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供)

第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類、事業報告、計算書類及び連結
計算書類に記載または表示をすべき事項に
係る情報を、法務省令に定めるところに従
いインターネットを利用する方法で開示す
ることにより、株主に対して提供したもの
とみなすことができる。

（削　　除）

（電子提供措置等）
（新　　設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について電
子提供措置をとる。

２. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請
求をした株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。

（選任） （選任）
第27条 　　　　　　（条文省略） 第27条 　　　　　　（現行どおり）

２. 　　　　　　（条文省略） ２. 　　　　　　（現行どおり）
（新　　設） ３. 当会社は、会社法第329条第3項の規定によ

り、法令に定める監査役の員数を欠くこと
となる場合に備えて、株主総会において補
欠監査役を選任することができる。

（新　　設） ４. 前項の補欠監査役の選任に係る決議が効力
を有する期間は、当該決議後4年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する定
時株主総会の開始の時までとする。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（任期） （任期）
第28条 　　　　　　（条文省略） 第28条　　　　　　　（現行どおり）

２. 補欠として選任された監査役の任期は、退
任した監査役の任期の満了する時までとす
る。

２. 任期満了前に退任した監査役の補欠として
選任された監査役の任期は、退任した監査
役の任期の満了する時までとする。ただ
し、前条第3項により選任された補欠監査役
が監査役に就任した場合は、当該補欠監査
役としての選任後4年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会
の終結の時を超えることができないものと
する。

（新　　設） （附則）
（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

現行定款第15 条（株主総会参考書類等のイ
ンターネット開示とみなし提供）の削除及
び変更定款第15条（電子提供措置等）の新
設は、会社法の一部を改正する法律（令和
元年法律第70 号）附則第１条ただし書きに
規定する改正規定の施行日である2022 年
９月１日（以下「施行日」という）から効
力を生ずるものとする。

２. 前項の規定にかかわらず、施行日から６か
月以内の日を株主総会の日とする株主総会
については、現行定款第15条（株主総会参
考書類等のインターネット開示とみなし提
供）は、なお効力を有する。

３. 本附則は、施行日から６か月を経過した日
または前項の株主総会の日から３か月を経
過した日のいずれか遅い日後にこれを削除
する。
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取締役選任議案

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社
の 株 式 の 数

新任 社外 独立

よし

吉　
だ

田
 

　
ひろ

裕　
き

樹
(1973年11月6日生)

　

2000年 4 月 弁護士登録（兵庫県弁護士会）
2003年 4 月 京町法律事務所開設(共同代表）（現職）
2013年 4 月 ㈱チクマ社外監査役（現任）
2015年 4 月 兵庫県弁護士会副会長
2016年 4 月 神戸市法務監理役
2019年 3 月 テス･エンジニアリング㈱
　　　　　　　社外監査役（現任）
2019年 4 月 関西学院大学大学院法学研究科非常勤講師

(ビジネス法務特論)（現任）

2,000 株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
吉田裕樹氏は、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、他社の
社外監査役の実績を有し、弁護士として企業法務に精通しており、人事労務問題、金融法務、自治体法
務、事業継承問題等に関する幅広い知識と見識を有していることから、当社経営の重要事実の決定及び業
務遂行の監督等に十分な役割を発揮していただけると判断したため、社外取締役候補者として選任をお願
いするものであります。

第３号議案　取締役1名選任の件
　本総会終結の時をもって社外取締役羽尾良三氏が辞任いたしますので、社外取締役１名の選任を
お願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．吉田裕樹氏は、社外取締役候補者であります。
３．吉田裕樹氏が選任された場合、当社は同氏との間で、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に

基づき、同法第423条第1項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結する予
定であります。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、本議案が原案どおり承認された場合には、候補者は当該保険契約の被保険者となりま
す。当該保険契約は、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当
該責任追及にかかる請求を受けることによって生じることのある損害について填補することとさ
れています。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております｡

５．吉田裕樹氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、選任された場合
は、独立役員として指定する予定であります。

６．吉田裕樹氏は、羽尾良三氏の補欠として選任されることになりますので、その任期は当社定款規
定により2023年3月期に関する定時株主総会終結の時までとなります。
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補欠監査役選任議案

候 補 者
番 　 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

１

かな

金　
い

井　
かず

一　
ひろ

弘
(1960年9月7日生)

1984年  4  月 当社入社
2009年  6  月 当社経理部長
2020年 11 月 当社経理部（IR室）担当部長(現任)

2,000 株

（補欠の監査役候補者とした理由）
金井一弘氏を補欠の監査役候補者とした理由は、当社の経理部長の要職を歴任し、当社全般、
主として管理部門に関する豊富な経験・見識を有しており、補欠の監査役として選任をお願い
するものであります。

第４号議案　補欠監査役２名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査役２名の選任をお願いす
るものであります。
　補欠監査役の候補者は次のとおりであり、金井一弘氏は社外監査役以外の監査役の補欠と
して、小川佳男氏は社外監査役の補欠として選任をお願いするものであります。
　なお、第2号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当該補欠監査役が監査
役に就任した場合の任期は、退任監査役の任期が満了する時までとなりますが、当該補欠監
査役としての本選任の効力は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時を超えることができないものとなります。また、本選任につきまし
ては、監査役就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりその選任を取消すこ
とができるものとさせていただきます。
本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 56 －
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補欠監査役選任議案

候 補 者
番 　 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

2
社外

お

小　
がわ

川
 

　
よし

佳　
お

男
(1959年8月1日生)

　

1987年 10 月　太田昭和監査法人（現　ＥＹ新日
本有限責任監査法人）入所

2002年  6  月　新日本監査法人（現　ＥＹ新日本
有限責任監査法人）パートナー就
任

2008年  6  月　新日本監査法人（現　ＥＹ新日本
有限責任監査法人）シニアパート
ナー就任

2020年  6  月　ＥＹ新日本有限責任監査法人退所
2020年  7  月　小川公認会計士事務所所長
　　　　　　　（現任）
2020年  7  月　昭和瀝青工業㈱　社外監査役
　　　　　　　（現任）
2021年  7  月　独立行政法人国立循環器病研究セ

ンター　監事（現任）

1,000 株

（補欠の社外監査役候補者とした理由）
小川佳男氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、社外役員となること以外の方法で直接会
社経営に関与された経験はありませんが、他社の社外監査役の実績を有し、公認会計士として
有する専門的な知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただきたいため、補欠の社外監査
役として選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小川佳男氏は、補欠社外監査役候補者であります。
３．各候補者が監査役に就任した場合、当社は各候補者との間で、当社定款及び会社法第427条第1項

の規定に基づき、同法第423条第1項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締
結する予定であります。

４．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、本議案が原案どおり承認され、各候補者が監査役に就任することとなった場合には、当
該保険契約の被保険者となります。当該保険契約は、被保険者である役員等がその職務の執行に
関し責任を負うこと、又は、当該責任追及にかかる請求を受けることによって生じることのある
損害について填補することとされています。

　以　上

－ 57 －
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地図

会 場
神戸市中央区港島中町6丁目１番地
神戸商工会議所　３階　神商ホール
電話 (078) 303－5801

交 通
｢JＲ三ノ宮駅｣、｢阪急神戸三宮駅｣
｢阪神神戸三宮駅｣から乗り換え。
ポートライナーで10分。
｢市民広場駅｣下車。北へ徒歩約５分

・株主総会会場が前回の会場から｢神戸商工会議所　3階　神商ホール｣へ変更となっております。ご来場の際はお間
違えのないようご注意くださいますようお願い申し上げます。

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、体調不良と思われる株主様の入場をお断りする場合がございます。
・開催・運営に関して大きな変化が生じる場合は、当社ウェブサイト(https://www.nozawa-kobe.co.jp)でお知

らせしますので、必ずご確認いただきますようお願い申し上げます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

阪急電鉄神戸線

新幹線

ポートライナー

至 明石・姫路 至 大阪

至 大阪梅田

至 大阪梅田

西明石・姫路方面

至 高速神戸

至 高速神戸

新大阪・京都方面

阪神電気鉄道本線

貿易センター駅
国道2号線

神
戸
大
橋

港
島
ト
ン
ネ
ル

中公園駅

みなとじま駅

市民広場駅

南公園駅

中埠頭駅
市民広場

北埠頭駅

至 神戸空港

JR神戸線

ポートターミナル駅

三宮駅

三宮駅

三ノ宮駅

神戸三宮駅

神戸三宮駅

新神戸駅
神戸市営地下鉄西神・山手線

神戸ポートピアホテル

神戸商工会議所
３階　神商ホール


